
宮城県林業・木材産業関係事業費補助金交付要綱 

 

（趣旨） 

第１ 県は，市町村，森林組合等が行う施設整備等の林業・木材産業に関する事業に要す

る経費について，当該事業実施主体（当該事業実施主体に対し市町村が補助金を交付す

る事業に要する経費にあっては，当該市町村。）に対し，予算の範囲内において，補助

金を交付するものとし，その交付等に関しては，国庫事業にあっては，事業ごとに国が

定める規程及び補助金等交付規則（昭和５１年宮城県規則第３６号。以下「規則」とい

う。）に定めるもののほか，この要綱の定めるところによる。 

 

（定義） 

第２ この要綱において，次の各号に掲げる用語の意義は，当該各号に定めるところによ

る。 

(1) 「事業実施主体」とは，別表に定める者のほか，本補助金の交付を受けた市町村が 

当該事業実施主体に対し補助金を交付する場合にあっては，当該市町村とする。 

 (2) 「国庫事業」とは，国費のみを財源として補助金を交付するものをいう。 

 

（交付対象事業等） 

第３ この要綱で定める補助金の交付対象となる事業，交付対象経費及び交付率等は，別

表に定めるとおりとする。 

 

（交付の申請） 

第４ 規則第３条第１項の規定による補助金交付申請書の様式は，別記様式第１号による

ものとし，その提出期限は知事が別に定める日とする。 

２ 前項の補助金交付申請書を提出しようとする者は，当該補助金に係る消費税及び地方

消費税仕入控除税額（交付対象経費に含まれる消費税及び地方消費税に相当する額のう

ち，消費税法（昭和６３年法律第１０８号）に規定する仕入れに係る消費税額として控

除できる部分の金額と地方税法（昭和２５年法律第２２６号）に規定する地方消費税額

との合計額に交付率を乗じて得た金額を言う。以下同じ。）があり，かつ，その金額が

明らかな場合には，これを減額して申請しなければならない。ただし，申請時において

当該補助金に係る消費税及び地方消費税仕入控除税額が明らかでないものについては，

この限りでない。 

３ 規則第３条第２項の規定により補助金交付申請書に添付しなければならない書類は，

次のとおりとする。 

(1) 事業計画書（事前に知事の承認を受けている場合を除く。） 

(2) 工事の施工等にあっては実施設計書（事前に知事の承認を受けている場合を除く。） 



(3) 市町村にあっては補助金交付に関する規則等（市町村営事業を除く。） 

(4) 予算議決等の抄本又はこれに準ずるもの 

(5) 県税納税証明書（申請日から３か月以内に県税事務所が発行したもの。ただし，事 

業実施主体が納税義務者でないときは，任意様式によりその旨を記載した申立書を添 

付する。） 

(6) 暴力団排除に関する誓約書 

(7) 誓約書 

(8) その他知事が必要と認める書類 

 

（交付の条件） 

第５ 規則第５条の規定により付する条件は，次のとおりとする。 

(1) 事業の内容の変更又は事業に要する経費の配分の変更をする場合においては，別記 

様式第２号により知事の承認を受けること。ただし，別表に掲げる変更以外の軽微な 

変更にあっては，この限りでない。 

(2) 事業を中止，又は廃止する場合においては，別記様式第３号により知事の承認を受 

けること。 

(3) 事業が予定の期間内に完了しない場合又は事業の遂行が困難となった場合には，速 

やかに知事に報告してその指示を受けること。 

(4) (1) によるもののほか，別記様式第２号により，自主的に事業計画変更の承認を知 

事に求めることができるものとする。 

(5) 農林水産大臣が別に定める条件（国庫事業に限る。） 

 

（事業の着手） 

第６ 事業実施主体は，補助金の交付決定に基づき事業に着手したときは，知事に届け出 

るものとする。 

２ 前項の届け出に必要な事項については，県が別に定めるものとする。 

 

（事業遂行状況） 

第７ 事業実施主体は，県の指示があったときは，事業の遂行状況について当該指示に係

る事項を書面で報告しなければならない。 

 

（実績報告） 

第８ 規則第１２条第１項の規定による実績報告書の様式は，別記様式第４号によるもの

とし，添付する書類は次のとおりとする。 

(1) 工事の施工等にあっては出来高設計書 

(2) 完成検査復命書写し 



(3) 完成写真 

(4) その他知事が必要と認める書類 

２ 第４第２項のただし書の規定により補助金の交付申請をした者は，前項の実績報告書

を提出するに当たり，当該補助金に係る消費税及び地方消費税仕入控除税額が明らかに

なった場合は，これを当該補助金から減額して報告しなければならない。 

 

（補助金の交付方法） 

第９ 補助金は，規則第１３条に規定する補助金の額の確定後に交付するものとする。た

だし，知事は，事業の遂行上必要と認めるときは，規則第１５条ただし書の規定により

概算払により交付することができるものとし，その請求書の様式は，別記様式第５号に

よるものとする。 

 

（補助金の交付） 

第１０ 市町村が当該事業を行なう事業実施主体に対して補助金を交付する場合，知事か

ら補助金の交付を受けた市町村長は，当該事業実施主体に対して，この要綱に準じて交

付するものとする。 

 

（消費税及び地方消費税仕入控除税額の確定に伴う交付金の返還） 

第１１ 第４第２項ただし書の規定により補助金の交付申請をした者は，第８第２項の実

績報告書を提出した後において，当該補助金に係る消費税及び地方消費税仕入控除税額

が確定した場合には，その金額（第４第２項の規定により減額して申請した場合にあっ

ては，その金額が減じた額を上回る部分の額）を別記様式第６号により速やかに知事に

報告するとともに，知事の返還命令を受けてこれを返還しなければならない。 

 

（処分の制限を受ける財産） 

第１２ 規則第２１条第２号及び第３号の規定により処分の制限を受ける財産は，それぞ

れ１件当りの取得価格が５０万円以上のものとする。 

 

（処分の制限を受ける期間） 

第１３ 規則第２１条のただし書の規定により処分の制限を受ける期間は，減価償却資産

の耐用年数等に関する省令（昭和４０年大蔵省令第１５号。以下「大蔵省令」という。）

に定める耐用年数に相当する期間（ただし，大蔵省令に定めのない財産については農林

水産大臣が定める期間）とする。 

 

（帳簿及び書類の備付け） 

第１４ 事業実施主体は，第１３の期間内において処分の制限を受ける財産の管理の状況



を明らかにするため，財産管理台帳その他関係書類を整備保管しなければならない。 

 

（事業実施に関する標示） 

第１５ 事業実施主体は，事業が完了したとき又は一部供用を開始するときは，本補助金

により実施した旨を標示するものとする。 

２ 標示の方法その他必要な事項については，県が別に定めるものとする。 

 

（書類の提出部数及び経由） 

第１６ この要綱により知事に提出する書類は，原則として当該事業を所轄する地方振興

事務所長を経由するものとし，その提出部数は２部とする。 

 

（交付の際付すべき条件） 

第１７ 事業実施主体等は，森林関係法令への違反等その行為態様や社会的影響等を勘案

して不適切だと判断される行為を行ってはならない。 

２ 事業実施主体等は、補助金等の申請に当たり，前項を約した「誓約書」(別紙５)を添

付しなければならない 

 

   附 則 

１ この要綱は，平成３０年３月１６日から施行し，平成２９年度２月補正予算に係る本

補助金に適用する。 

２ この要綱は，次年度以降の各年度において，本補助金に係る予算が成立した場合に，

本補助金にも適用するものとする。 

３ この要綱の施行の際，現に廃止前の宮城県森林・林業再生基盤づくり交付金交付要綱

及び宮城県合板・製材生産性強化対策事業費補助金交付要綱の規定によりなされた処分，

手続その他の行為は，この要綱の規定によりなされた処分，手続その他の行為とみなす。 

 

附 則 

１ この要綱は，平成３０年５月２２日から施行し，平成３０年度に係る補助金に適用す

る。 

２ この要綱は，次年度以降の各年度において，当該補助金に係る予算が成立した場合に，

当該補助金にも適用する。 

   

附 則 

 この要綱は，平成３１年４月１５日から施行し，平成３１年度に係る補助金から適用す

る。 

 



附 則 

 この要綱は，令和２年３月１６日から施行し，令和元年度補正に係る補助金から適用す

る。 

附 則 

 この要綱は，令和２年４月１５日から施行し，令和２年度に係る補助金から適用する。 

附 則 

 この要綱は，令和２年８月１１日から施行し，令和２年度に係る補助金から適用する。 

附 則 

 この要綱は，令和３年３月３日から施行し，令和２年度補正に係る補助金から適用する。 

附 則 

 この要綱は，令和３年４月１５日から施行し，令和３年度予算に係る補助金から適用す

る。 

 



別表 
 
１（事業名） 木材産業国際競争力強化対策交付金等事業 

事業メニュー及び事業内容 交付対象経費 事業実施主体 補助率等 
重要な変更 

経費の配分の変更 事業の内容の変更 

１ 木材産業の輸出促進・体質強化対策 
(1) 木材加工流通施設等整備（大規模・ 
高効率タイプ及び低コストタイプ） 

 ① 加工流通施設整備 
 ② ストックヤード整備 
(2) 品目転換施設整備 
 ① 木材加工流通施設整備 
 ② ストックヤード整備 
(3) 高度加工処理施設整備 
 ① 木材加工流通施設整備 
 ② ストックヤード整備 
(4) 木材加工流通施設等整備・品目転換 

施設整備・高度加工処理施設整備附
帯事業（(1)～(3)の施設整備導入の
効率的かつ円滑な実施を図るために
必要となる調整活動，実践的知識及
び技術の習得活動等） 
 

国合板・製材・集
成材国際競争力強
化・輸出促進対策
実施要綱に定める
事業を行うのに要
する国合板・製
材・集成材生産性
向上・品目転換促
進対策等実施要領
別表２のⅢに定め
る経費 

(1)～(4) 市町村，森林
組合，生産森林組合，森
林組合連合会，林業者等
の組織する団体，木材関
連業者等の組織する団
体，地域材を利用する法
人及び地方公共団体等
の出資する法人その他
知事が認めるもの 

定額（1/2 以内） １ 施工箇所ごと 
の事業費の
30％を超える
増減 

２ 事業費から附 
帯事務費への流 
用 

１ 施工箇所又は 
事業実施主体の 
変更 

２ 事業メニュー 
の新設又は廃止 

３ 施工箇所の位 
置の変更 
 



２ 原木の低コスト供給対策 
(1) 間伐材生産 

  間伐材の生産 

  関連条件整備活動等（①と一体
的に実施する対象森林の調査、森
林所有者の同意取付け等） 

(2) 路網整備・機能強化 
   林業専用道（規格相当）整備 
② 森林作業道整備 
③ 機能強化 
④ 関連条件整備活動（①又は②と

一体的に実施する対象森林の調
査，森林所有者の同意取付け等） 

(3) 高性能林業機械等の整備 
 

(1)～(3) 市町村，森林
整備法人等（森林整備法
人（分収林特別措置法
（昭和 33 年法律第 57
号）第 10 条第２号に定
める森林整備法人をい
う。（以下同じ。）及び
国が別に定めるところ
により，知事が選定した
経営体（以下「選定経営
体」という。） 
 
 

１ 事業内容欄の２(1)① 
定額（搬出材積１ヘクタールあたり

40m3 以上 70m3 未満 １ヘクタール当た
り 22万 8 千 5 百円以内×間接経費率，同
70m3 以上 同 32万 2 千円以内×間接経
費率）。間接費率は，国の森林環境保全
整備事業に準じる。 

２ 事業内容欄の２(1)② 
定額（１ヘクタール当たり１万７千円 

以内） 
３ 事業内容欄の２(2)① 

定額（１メートル当たり２万５千円以 
内） 

４ 事業内容欄の２(2)② 

定額（１）開設 

路面工なし及び横断排水工なし １

メートル当たり１千４百円以内，路面工

なし及び横断排水工あり同１千８百円

以内，路面工あり同２千円以内） 

 （２）改良 

 開設の半額 
５ 事業内容欄の２(2)③ 
  定額（1/2 以内） 
６ 事業内容欄の２(2)④ 

定額（10/10 以内） 
７ 事業内容欄の２(3) 

定額（素材生産量(機械導入年度を始期 
とする３年間の年平均計画)千立方メー 
トル当たり２百万円とし，上限は購入価 
格の 1/2 以内） 

１ 施工箇所ごと 
の事業費の
30％を超える
増減 

２ 事業費から附 
帯事務費への流 
用 

１ 施工箇所又は 
事業実施主体の 
変更 

２ 事業メニュー 
の新設又は廃止 

３ 事業内容欄の 
２(2)①にあっ 
ては，路線の位 
置又は車道幅員 
の変更並びに延 
長の30％を超え 
る減少 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



２（事業名） 林業・木材産業成長産業化促進対策事業 
（１）持続的林業確立対策 

①森林整備・林業等振興整備交付金 

事業メニュー及び事業内容 交付対象経費 事業実施主体 補助率等 
重要な変更 

経費の配分の変更 事業の内容の変更 

１ 間伐材生産 

(1) 「路網整備に係る生産基盤強化区域 

の設定について」（平成 30 年２月１ 

日付け 29 林整第 713 号林野庁長官 

通知）に基づき知事が設定した生産基 

盤強化区域（以下「生産基盤強化区域」 

という。）内で行う不用木の除去，不 

良木の淘汰，支障木やあばれ木等の伐 

倒，造材，集材，搬出・集積及び積込， 

その他付帯施設整備（林内作業場，土 

場等） 

(2) 関連条件整備活動（対象森林の調 

査，森林所有者の同意取付け等） 

国林業成長産業化

総合対策実施要綱

に定める事業を行

うのに要する国林

業成長産業化総合

対策補助金等交付

要綱別表２のⅠに

定める経費 

市町村，森林整備法人等

（森林整備法人（分収林

特別措置法（昭和 33 年

法律第 57 号）第 10 条第

２号に定める森林整備

法人をいう。）及び一般

社団法人及び一般財団

法人に関する法律（平成

18 年法律第 48 号）第２

条第１号に規定する法

人（造林を行うことを主

たる目的としている法

人であって，地方公共団

体がその社員であるも

の又は地方公共団体が

その基本財産の全部若

しくは一部を拠出して

いるものに限る。）をい

う。以下同じ。）及び効

率的かつ安定的な林業

経営や林業経営の継続

性の確保を目指す林業

経営体として，国が別に

定めるところにより，知

事が選定した林業経営

体（以下「選定経営体」

という。） 

１ 事業内容欄の１(1) 

定額（搬出材積１ヘクタール当たり

40m3 以上 70m3 未満 １ヘクタール当た

り 22万 8 千 5 百円以内×間接費率，同

70m3 以上 同 32万 2 千円以内×間接費

率）。間接費率は，国の森林環境保全整

備事業に準じる。 

２ 事業内容欄の１(2) 

定額（１ヘクタール当たり１万７千円 

以内） 

 

 

１ 施工箇所ごと 

の事業費の

30％を超える

増減 

２ 事業費から附 

帯事務費への流 

用 

１ 施工箇所又は 

事業実施主体の 

変更 

２ 事業メニュー 

の新設又は廃止 

 



２ 路網整備・機能強化対策 

(1) ①  生産基盤強化区域内で行

う林業     専用道（規格相

当）の整備 

② 生産基盤強化区域内で行う森林

作業道の開設 

(2) 

① 既設の林業専用道（規格相当）

の補強 

② 既設の森林作業道の改良 

 (3) 既設の林道施設の点検診断 

(4)既設林道、既設林業専用道、既設林

業専用道（規格相当）及び本事業で開設

する林業専用道（規格相当）の機能強化

(5) 関連条件整備活動（対象森林の調 

査，森林所有者の同意取付け等） 

 

国林業成長産業化

総合対策実施要綱

に定める事業を行

うのに要する国林

業成長産業化総合

対策補助金等交付

要綱別表２のⅠに

定める経費 

市町村，森林整備法人等

及び選定経営体 

１ 事業内容欄の２(1)① 

定 

額（１メートル当たり２万５千円以内） 

２ 事業内容欄の２(1)② 

定額（路面工なし及び横断排水工なし 

１メートル当たり１千４百円以内，路面

工なし及び横断排水工あり同１千８百

円以内，路面工あり同２千円以内） 

） 

３ 事業内容欄の２(2)① 

既設の林業専用道（規格相当）合計事

業費の 10％以内 

４ 事業内容欄の２(2)② 

  開設の 50％以内 

５ 事業内容欄の２(3) 

合計事業費の 20％以内 

６ 事業内容欄の２(4) 

定額（１ヘクタール当たり１万７千円 

以内） 

７ 事業内容欄の２(5) 

定額（１ヘクタール当たり 3千 6百円

以内×実施面積）で林業専用道(規格相

当)整備及び森林作業道整備の合計事業

費を超えない範囲 

１ 施工箇所ごと 

の事業費の

30％を超える

増減 

２ 事業費から附 

帯事務費への流 

用 

１ 施工箇所又は 

事業実施主体の 

変更 

２ 事業メニュー 

の新設又は廃止 

３ 事業内容欄の 

２(1)及び(2)

のうち林業専

用道（規格相

当）にあって

は，路線の位置

又は車道幅員

の変更並びに

延長の 30％を

超える減少 

３ 高性能林業機械等の整備 

(1)林業機械作業システム整備 

(2)効率化施設整備 

(3)活動拠点施設整備 

(4)附帯事業（(1)から(3)の施設整備の

実施に必要な調整活動，技術の習得活動

等） 

市町村，森林整備法人

等，選定経営体及び広域

利用林業機械の整備を

実施するもの（林業労働

力の確保の促進に関す

る法律（平成８年法律第

45 号）第 11 条に基づく

林業労働力確保支援セ

ンター，森林組合連合

会，知事が林野庁長官等

と協議して認める団体

（以下「特認団体」とい

う。）に限る。） 

１ 事業内容欄の３(1) 

国林業・木材産業成長産業化促進対策

交付金実施要領別表1のⅠの1の 4に定

める範囲 

２ 事業内容欄の３(2)から(4) 

  定額（1/2 以内） 

 

１ 国林業成長産 

業化総合対策補 

助金等交付要綱 

別表３に定める 

施設区分①ご

との事業費の

30％を超える

増減 

２ 事業費から附 

帯事務費への流 

用 

１ 国林業成長産 

業化総合対策補 

助金等交付要綱 

別表３に定める 

工種又は施設

区分①又は事

業実施主体の

変更 

２ 事業メニュー 

の新設又は廃止 

 



４ コンテナ苗生産基盤施設等の整備 

(1)低コストで安定的に供給する 

コンテナ苗生産基盤施設等の整備 

(2)コンテナ苗生産の分業化を推進し、

効率的な生産システムの構築に資する

コンテナ苗幼苗生産高度化施設等の整

備 

国林業成長産業化

総合対策実施要綱

に定める事業を行

うのに要する国林

業成長産業化総合

対策補助金等交付

要綱別表２のⅠに

定める経費 

市町村，林業種苗法（昭

和 45 年法律第 89号）第

10 条に基づく生産事業

の登録を受けた者及び

その登録を受ける見込

みの者，森林の間伐等の

実施の促進に関する特

別措置法（平成 20年法

律第 32号）第９条第１

項に基づく認定を受け

た認定特定増殖事業者

及びその認定を受ける

見込みの者，その他県知

事等が認める団体等 

定額（1/2 以内） １ 施工箇所ごと 

の事業費の

30％を超える

増減 

２ 事業費から附 

帯事務費への流 

用 

１ 施工箇所又は 

事業実施主体の 

変更 

２ 事業メニュー 

の新設又は廃止 

 

 
②森林整備・林業等振興推進交付金 

事業メニュー及び事業内容 交付対象経費 事業実施主体 補助率等 
重要な変更 

経費の配分の変更 事業の内容の変更 

１ 森林整備地域活動支援対策 

(1)森林経営計画作成促進 

(2)森林境界の明確化 

(3)森林経営計画作成・森林境界の明確

化に向けた条件整備 

 

国林業成長産業化

総合対策実施要綱

に定める事業を行

うのに要する国林

業成長産業化総合

対策補助金等交付

要綱別表２のⅠに

定める経費 

市町村，選定経営体等 事業内容欄の１(1)から(４) 

国林業・木材産業成長産業化促進対策交

付金実施要領別表 1のⅠの２の１に定め

る範囲 

 

１ 施工箇所ごと 

の事業費の

30％を超える

増減 

２ 事業費から附 

帯事務費への流 

用 

 

１ 施工箇所又は 

事業実施主体の 

変更 

２ 事業メニュー 

の新設又は廃止 

 

２ 森林資源保全対策 

(1)森林資源保護の推進 

(2)森林環境保全の推進 

市町村等 定額（1/2 以内） 

３ マーケティング力ある林業担い手

の育成 

(1)出荷ロットの大規模化等の推進 

(2)持続的な林業経営の確立 

(3)人材の確保・育成・定着 

(4)労働安全の確保 
 

市町村，国立大学法人、
選定経営体，森林組合連
合会，林業労働力確保支
援センター，林業・木材
製造業労働災害防止協
会の都道府県支部及び
地域協議会（林野庁長官
が別に定める要件を満
たす協議会をいう。）等 
 
 
 
 

定額（1/2 以内） 



４ 林業経営体育成対策(林業機械リー

ス支援) 

市町村，森林整備法人
等，選定経営体及び再貸
付けを実施するもの（林
業労働力の確保の促進
に関する法律第 11条に
基づく林業労働力確保
支援センター，森林組合
連合会，特認団体に限
る。） 

国林業・木材産業成長産業化促進対策交付

金実施要領別表 1のⅠの２の１０に定める

範囲 
 

  

 
 
（２）木材産業等競争力強化対策 

①森林整備・林業等振興整備交付金 

事業メニュー及び事業内容 交付対象経費 事業実施主体 補助率等 
重要な変更 

経費の配分の変更 事業の内容の変更 

１ 木材加工流通施設等の整備 

(1)木材加工流通施設等の整備 

 ①木材加工流通施設整備 

 ②森林バイオマス等活用施設整備 

(2)附帯事業（(1)の施設整備の実施に必

要な調整活動，技術の習得活動等） 

国林業成長産業化

総合対策実施要綱

に定める事業を行

うのに要する国林

業成長産業化総合

対策補助金等交付

要綱別表２のⅡに

定める経費 

市町村，森林組合，木材

関連業者等の組織する

団体及び地域材を利用

する法人等で事業構想

に記載された事業実施

主体 

定額（1/2 以内） １ 国林業成長産 

業化総合対策補 

助金等交付要綱 

別表３に定める 

施設区分①ご

との事業費の

30％を超える

増減 

２ 事業費から附 

帯事務費への流 

用 
 

１ 国林業成長産 

業化総合対策補 

助金等交付要綱 

別表３に定める 

工種又は施設

区分①又は事

業実施主体の

変更 

２ 事業メニュー 

の新設又は廃止 

 

２ 木 質 バ イ オ マ ス 利 用 促 進 施 設 の 整 備 
(1)未利用間伐材等活用機材整備 
(2)木質バイオマス供給施設整備 
(3)木質バイオマスエネルギー利用施設
整備 
(4)附帯事業（(1)から(3)の施設整備の
実施に必要な調整活動，技術の習得活動
等） 

市町村，森林組合，林業
者等の組織する団体，地
方公共団体等が出資す
る法人，ＰＦＩ事業者及
び民間事業者等 
 
 
 
 

事業内容欄の２(1)から(４) 

国林業・木材産業成長産業化促進対策交

付金実施要領別表 1のⅡの３から５に定

める範囲 
 

３ 特用林産振興施設等の整備 
(1)特用林産物活用施設等整備 
(2)附帯事業（(1)の施設整備の実施に必
要な調整活動，技術の習得活動等 

国林業成長産業化
総合対策実施要綱
に定める事業を行
うのに要する国林
業成長産業化総合
対策補助金等交付
要綱別表２のⅡに
定める経費 

市町村，森林組合，生産
森林組合，森林組合連合
会，農業協同組合，農業
協同組合連合会，農事組
合法人，林業者等の組織
する団体，地方公共団体
等が出資する法人，地域
材を利用する法人及び
特認団体 

定額（1/2 以内） １ 国林業成長産 

業化総合対策補 

助金等交付要綱 

別表３に定める 

施設区分①ご

との事業費の

３０％を超え

る増減 

２ 事業費から附 

帯事務費への流 
用 
 
 

１ 国林業成長産 

業化総合対策補 

助金等交付要綱 

別表３に定める 

工種又は施設

区分①又は事

業実施主体の

変更 

２ 事業メニュー 

の新設又は廃止 
 



４ 木造公共建築物等の整備 
(1)木造公共施設整備 
(2)附帯事業（(1)の施設整備の実施に必
要な調整活動，技術の習得活動等 

市町村，地方公共団体が
出資する法人，特別区及
び地方公共団体の組合
その他「公共建築物等の
木材の利用の促進に関
する法律施行令」（平成
22 年政令第 203 号）第
１条に規定する公共建
築物の整備主体 

事業内容欄の４(1)から(2) 
国林業・木材産業成長産業化促進対策交付
金実施要領別表 1の の７に定める範囲 

１ 施工箇所ごと 

の事業費の３０ 

％を超える増減 

２ 事業費から附 

帯事務費への流 
用 

１ 施工箇所又は
事業実施主体の
変更 

２ 事業メニュー
の新設又は廃止 

５ 木材加工流通施設等の再整備 令和元年台風被災
施設整備等対策実
施要領に定める事
業を行うのに要す
る国林業成長産業
化総合対策補助金
等交付要綱別表２
のⅡの１の(１)に
定める経費 
 
 

市町村，森林組合，森林
組合連合会，林業者等の
組織する団体，地方公共
団体等が出資する法人，
木材関連業者等の組織
する団体及び地域材を
利用する法人。 

定額（1/2 以内） １ 国林業成長産 

業化総合対策補 

助金等交付要綱 

別表３に定める 

施設区分①ご

との事業費の

３０％を超え

る増減 

２ 事業費から附 

帯事務費への流 

用 

１ 国林業成長産 

業化総合対策補 

助金等交付要綱 

別表３に定める 

工種又は施設

区分①又は事

業実施主体の

変更 

２ 事業メニュー 

の新設又は廃止 

 
６ 特用林産振興施設等の再整備 令和元年台風被災

施設整備等対策実
施要領に定める事
業を行うのに要す
る国林業成長産業
化総合対策補助金
等交付要綱別表２
のⅡの１の(３)に
定める経費 
ただし，事業費に
は廃床等活用施設
及び特用林産物生
産資材の導入を行
うのに要する経費
を含むものとす
る。また，付帯事
業費を除く。 

市町村，森林組合，生産
森林組合，森林組合連合
会，農業協同組合，農業
協同組合連合会，農事組
合法人，林業者等の組織
する団体，地方公共団体
等が出資する法人，地域
材を利用する法人及び
都道府県知事が林野庁
長官等と協議して認め
る団体(以下「特認団体」
という。) 

定額（1/2 以内） １ 国林業成長産 

業化総合対策補 

助金等交付要綱 

別表３に定める 

施設区分①ご

との事業費の

３０％を超え

る増減 

２ 事業費から附 

帯事務費への流 

用 
 

１ 国林業成長産 

業化総合対策補 

助金等交付要綱 

別表３に定める 

工種又は施設

区分①又は事

業実施主体の

変更 

２ 事業メニュー 

の新設又は廃止 

 

７ 木造公共建築物等の再整備 令和元年台風被災
施設整備等対策実
施要領に定める事
業を行うのに要す
る国林業成長産業
化総合対策補助金
等交付要綱別表２
のⅡの１の(４)に
定める経費 

都道府県，市町村，地方
公共団体が出資する法
人，特別区，地方公共団
体等の組合及びその他
政令で定めるところの
公共施設の整備主体。 

定額（1/2 以内） １ 国林業成長産

業化総合対策補

助金等交付要綱

別表３に定める

施設区分①ごと

の事業費の３

０％を超える増

１ 国林業成長産

業化総合対策補

助金等交付要綱

別表３に定める

工種又は施設区

分①又は事業実

施主体の変更 



 減 

２ 事業費から附 

帯事務費への流 

用 

２ 事業メニュー 

の新設又は廃止 

 

 
 
 
 
（３）林業成長産業化地域創出モデル事業 

①森林整備・林業等振興整備交付金 

事業メニュー及び事業内容 交付対象経費 事業実施主体 補助率等 
重要な変更 

経費の配分の変更 事業の内容の変更 

２の(1)の①のメニュー欄の「路網整

備・機能強化対策」，「高性能林業機械

等の整備」，「コンテナ苗生産基盤施設

等の整備」 

国林業成長産業化

総合対策実施要綱

に定める事業を行

うのに要する国林

業成長産業化総合

対策補助金等交付

要綱別表２のⅢに

定める経費 

２の(1)の のメニュー

欄の「路網整備・機能強

化対策」，「高性能林業

機械等の整備」，「コン

テナ苗生産基盤施設等

の整備」における事業実

施主体 

２の(1)の①のメニュー欄の「路網整備・機

能強化対策」，「高性能林業機械等の整備」，

「コンテナ苗生産基盤施設等の整備」にお

ける交付率 

１ 国林業成長産 

業化総合対策補 

助金等交付要綱 

別表３に定める 

施設区分①ご

との事業費の

30％を超える

増減 

２ 事業費から附 

帯事務費への流 

用 

１ 国林業成長産 

業化総合対策補 

助金等交付要綱 

別表３に定める 

工種又は施設

区分①又は事

業実施主体の

変更 

２ 事業メニュー 

の新設又は廃止 

 

２の(2)の①のメニュー欄の「木材加工

流通施設等の整備」，「木質バイオマス

利用促進施設の整備」，「特用林産振興

施設等の整備」，「木造公共建築物等の

整備」 

２の(2)の のメニュー
欄の「木材加工流通施設
等の整備」，「木質バイ
オマス利用促進施設の
整備」，「特用林産振興
施設等の整備」，「木造
公共建築物等の整備」に
おける事業実施主体 

２の(2)の のメニュー欄の「木材加工流通
施設等の整備」，「木質バイオマス利用促
進施設の整備」，「特用林産振興施設等の
整備」，「木造公共建築物等の整備」にお
ける交付率 

 
②森林整備・林業等振興推進交付金 

事業メニュー及び事業内容 交付対象経費 事業実施主体 補助率等 
重要な変更 

経費の配分の変更 事業の内容の変更 

１ 先進的モデル提案事業 

(1)林業の成長産業化の実現に向けて地

域構想で定めた目標の達成に必要なソ

フト事業 

国林業成長産業化

総合対策実施要綱

に定める事業を行

うのに要する国林

業成長産業化総合

対策補助金等交付

要綱別表２のⅢに

定める経費 

市町村及び流域森林・林

業活性化センター，その

他県知事等が認めるも

の 

定額(10/10 以内) 

各年度の助成金の上限は，1林業成長産業

化地域当たり 1,000 万円とする。 

１ 事業費の３０ 

％を超える増減 

 

１ 事業実施主体
の変更 

２ 事業メニュー 

の新設又は廃止 

 



３（事業名）林業イノベーション推進総合対策 
（１）革新的林業実践対策 

事業メニュー及び事業内容 交付対象経費 事業実施主体 補助率等 
重要な変更 

経費の配分の変更 事業の内容の変更 

１ 先進的造林技術推進事業 

(1)  造林技術へのリモートセンシン

グ技術の活用実証 

  ① リモートセンシング技術の実証

を行う施行地の間伐 

 ② リモートセンシング技術の実証

に必要な機械器具の整備 

 ③ 関連条件整備活動（森林作業道の

整備） 

国林業成長産業化

総合対策実施要綱

に定める事業を行

うのに要する国林

業成長産業化総合

対策補助金等交付

要綱別表２に定め

る経費 

都道府県，市町村，森林

所有者，森林組合等，森

林整備法人等，特定非営

利活動法人等，森林所有

者の団体，森林経営計画

策定者又は民間事業体 

１ 事業内容欄の１(1)① 

 定額（搬出材積１ヘクタール当たり 40m3

以上 70m3 未満 １ヘクタール当たり 50 万

1 千以内×間接費率，同 70m3 以上 同 61 万

2 千円以内×間接費率）。間接費率は，国の

森林環境保全整備事業に準じる。） 

 

２ 事業内容欄の１(1)② 

 定額（2/3 以内） 

 上限は１事業体ごとに 698千円。 

 

３ 事業内容欄の１(1)③ 

 定額（開設 路面工なし及び横断排水

工なし １メートル当たり１千４百円

以内，路面工なし及び横断排水工あり同

１千８百円以内，路面工あり同２千円以

内。改良は開設の 50％以内） 

１ 事業費の３０ 

％を超える増減 

 

１ 事業実施主体
の変更 

２ 事業メニュー 

の新設又は廃止 

 

 

 



別記様式第１号 

 

    年度林業・木材産業関係事業費補助金交付申請書 

 

番 号 

年  月  日 

 

宮城県知事                     殿 

 

 

                     市町村長氏名     印 

                  又は  住所 

                      団体名 

                      代表者氏名     印 

 

 

    年度において下記により事業を実施したいので，補助金等交付規則第３条の規定

により，補助金金            円を交付されるよう関係書類を添えて申請します。 

 

記 

１ 事業名          ※１  

２ 事業メニュー       ※１ 

３ 事業の内容及び経費の配分  別紙１のとおり  

４ 事業完了予定年月日     年 月 日 

５ 収支予算                  別紙２のとおり 

６ 添付書類 

(1) 事業計画書（事前に知事の承認を受けている場合を除く。） 

(2) 工事の施工等にあっては実施設計書（事前に知事の承認を受けている場合を除く。） 

 (3) 市町村にあっては補助金交付に関する規則等（市町村営事業を除く。） 

(4) 予算議決等の抄本又はこれに準ずるもの 

(5) 県税納税証明書（申請日から３か月以内に県税事務所が発行したもの。ただし，事 

業実施主体が納税義務者でないときは，任意様式によりその旨を記載した申立書を添 

付する。） 

(6) 暴力団排除に関する誓約書（別紙４） 

(7) 誓約書（別紙５） 

(8) その他知事が必要と認める書類 

 

※１ 別表に規定するいずれか事業名又は事業メニューを記載する。 

※２ 上記６のうち，(5)(6)(7)の添付は市町村以外の申請者に限る。 



別記様式第２号 

 

 

年度林業・木材産業関係事業変更承認申請書 

 

 

番 号 

年  月  日 

 

 

宮城県知事                     殿 

 

 

                     市町村長氏名     印 

                  又は  住所 

                      団体名 

                      代表者氏名     印 

 

 

      年  月  日付け宮城県（    ）指令第      号で交付決定の通知のありました  年

度 ※１ について，事業の内容（経費の配分）を下記の理由により変更したいので，承認

されるよう関係書類※３を添えて申請します。 

 

記 

１ 事業名          ※２  

２ 事業メニュー       ※２ 

３ 変更の理由及び内容 

 

 

  ※１ 交付決定通知に記載された補助金名を記載する。 

※２ 別表に規定するいずれか事業名又は事業メニューを記載する。 

  ※３ 上記「関係書類」は，別記様式第１号の別紙１，別紙２及び添付書類(1)(2)の 

様式に準じて作成し，変更前と変更後を対照比較できるように変更に係る部分に 

ついてのみ変更前を括弧書きで上段に記載すること。 



別記様式第３号 

 

 

年度林業・木材産業関係事業中止（廃止）承認申請書 

 

 

番 号 

年  月  日 

 

 

宮城県知事                     殿 

 

 

                     市町村長氏名     印 

                  又は  住所 

                      団体名 

                      代表者氏名     印 

 

 

      年  月  日付け宮城県（      ）指令第      号で交付決定の通知のありました   

   年度 ※１ について，下記のとおり中止（廃止）したいので，承認されるよう関係書類

を添えて申請します。 

 

記 

１ 事業名                        ※２ 

２ 事業メニュー                  ※２ 

３ 事業の内容及び経費の配分   別紙１のとおり 

４  中止（廃止）の理由 

５  中止の期間 

６  今後の見通しと対策 

 

  ※１ 交付決定通知に記載された補助金名を記載する。 

※２ 別表に規定するいずれか事業名又は事業メニューを記載する。 

 



別記様式第４号 

 

 

年度林業・木材産業関係事業実績報告書 

 

番 号 

年  月  日 

 

宮城県知事                     殿 

 

                     市町村長氏名     印 

                  又は  住所 

                      団体名 

                      代表者氏名     印 

 

      年  月  日付け宮城県（     ）指令第      号で交付決定の通知のありました    

 年度 ※１ を別紙のとおり実施しましたので，補助金等交付規則第１２条の規定により関

係書類を添えて報告します。 

なお，併せて精算額金     円の交付を請求します。 

 

記 

１ 事業名           ※２ 

２ 事業メニュー        ※２ 

３ 事業の内容及び経費の配分  別紙１のとおり  

４ 事業完了年月日       年 月 日 

５ 収支精算                  別紙３のとおり 

６ 振込先（全額を概算払いで受領済みの場合は不要） 

口座：○○銀行○○支店 普通・当座 口座番号○○○○○○○ 

口座名義人：○○○○○（ﾖﾐｶﾞﾅ：○○○○○○○○） 

７ 添付書類 

(1) 工事の施工等にあっては出来高設計書 

(2) 完成検査復命書写し 

 (3) 完成写真 

 (4) その他知事が必要と認める書類 

 

  ※１ 交付決定通知に記載された補助金名を記載する。 

※２ 別表に規定するいずれか事業名又は事業メニューを記載する。 

 



別記様式第５号 

 

年度林業・木材産業関係事業費補助金概算払請求書 

 

番 号 

年  月  日 

 

宮城県知事                     殿 

 

                     市町村長氏名     印 

                  又は  住所 

                      団体名 

                      代表者氏名     印 

 

      年  月  日付け宮城県（    ）指令第      号で交付決定の通知のありました   

年度 ※１ について，補助金等交付規則第１５条の規定により金       円を概算払によっ

て交付されるよう請求します。 

記 

１ 事業名     ※２ 

２ 事業メニュー  ※２ 

３ 概算払請求を必要とする理由 

４ 概算払請求の内容 

（単位：円，％） 

交付 

決定額 

(A) 

既受領額 

(B) 

今回出来高の算出 
今回 

請求額 

(D)= 

(A)×(C) 

残額 

(A)-(B)-(D) 
交付対象 

経費(a) 

今回出来高

に相当する

交付対象 

経費(b) 

出来高率 

(C)=(b)／(a) 

       

５ 振込先 

口座：○○銀行○○支店 普通・当座 口座番号○○○○○○○ 

口座名義人：○○○○○（ﾖﾐｶﾞﾅ：○○○○○○○○） 

６ 添付資料 

 今回出来高に相当する交付対象経費がわかる関係資料の写し 

 

 ※１ 交付決定通知に記載された補助金名を記載する。 

※２ 別表に規定するいずれか事業名又は事業メニューを記載する。 

 



別記様式第６号 

 

 

年度 ※１ に係る 

消費税及び地方消費税仕入控除税額報告書 

 

 

番 号 

年  月  日 

 

 

宮城県知事                     殿 

 

 

                     市町村長氏名     印 

                  又は  住所 

                      団体名 

                      代表者氏名     印 

 

 

       年  月  日付け宮城県（    ）指令第      号で交付決定の通知のありました    

  年度 ※１ による事業について，下記のとおり報告します。 

 

記 

１  事業名     ※２ 

２ 事業メニュー  ※２ 

３ 補助金等交付規則第 13 条の補助金の確定額           金              円 

    （  年  月  日付け    第      号による額の確定通知額） 

４  補助金の確定時に減額した当該補助金に係る 

消費税及び地方消費税仕入控除税額                  金              円 

５  消費税及び地方消費税の申告により確定した 

当該補助金に係る消費税及び地方消費税仕入控除税額 金              円 

６  補助金返還相当額（５－４）                         金              円 

 

  ※１ 交付決定通知に記載された補助金名を記載する。 

※２ 別表に規定するいずれか事業名又は事業メニューを記載する。 

 

 

 

 



別紙４ 

     

暴力団排除に関する誓約書 

 

宮城県知事                     殿 

 

                      住所 

                      団体名 

                      代表者氏名           印 

 

私は，下記１及び２のいずれにも該当せず，将来においても該当しないことを誓約しま

す。 

この誓約が虚偽であり，又はこの誓約に反したことにより，当方が不利益を被ることと

なっても，異議は一切申し立てません。 

記 

１ 補助事業者として不適当な者 

(1) 暴力団（暴力団排除条例（平成２２年宮城県条例第６７号）第２条第２号に規定する 

暴力団をいう。以下同じ。）又は暴力団員等（同条例第２条第４号に規定する暴力団員 

等をいう。以下同じ。）であるとき 

(2) 事業者（暴力団排除条例第２条第７号に規定する事業者をいう。以下同じ。）の役員 

等（個人である場合はその者，法人その他の団体である場合は役員（業務を執行する社 

員，取締役，執行役又はこれらに準ずる者をいい，相談役，顧問その他いかなる名称を 

有する者であるかを問わず，当該団体に対し業務を執行する社員，取締役，執行役又は 

これらに準ずる者と同等以上の支配力を有するものと認められる者を含む。)をいう。以 

下同じ。）が自己，自社若しくは第三者の不正の利益を図る目的又は第三者に損害を加 

える目的をもって，暴力団又は暴力団員等を利用するなどしているとき 

(3) 事業者の役員等が，暴力団又は暴力団員等に対して，資金等を供給し，又は便宜を供 

与するなど直接的あるいは積極的に暴力団の維持，運営に協力し，若しくは関与してい 

るとき 

(4) 事業者の役員等が，暴力団又は暴力団員等であることを知りながらこれを不当に利用 

するなどしているとき 

(5) 事業者の役員等が，暴力団又は暴力団員等と社会的に非難されるべき関係を有してい 

るとき 

２ 補助事業者の相手方として不適当な行為をする者 

(1) 暴力的な要求行為を行う者 

(2) 法的な責任を超えた不当な要求行為を行う者 

(3) 取引に関して脅迫的な言動をし，又は暴力を用いる行為を行う者 

(4) 偽計又は威力を用いて補助事業を担当する県職員等の業務を妨害する行為を行う者 

(5) その他前各号に準ずる行為を行う者 



別紙５ 

 

誓 約 書 

 

年  月  日 

 

 

  宮城県知事          殿 

 

 

住 所 

団体名 

代表者氏名       印 

 

 

 

 

 〇〇〇〇（事業実施主体等）は，補助金等交付に付された条件を遵守し，森林関係法令

の違反等不適切な行為を行わない旨誓約いたします。 

 

 

 



別紙１

事業の内容及び経費の配分

（１）総括表

※　実績報告に添付する場合において，繰越承認を得ている場合は，本表の記載を上段から年間分，年度内施行分，繰越分の三段書きで区分する。

（２）事業費明細

※　実績報告に添付する場合において，繰越承認を得ている場合は，本表の記載を上段から年間分，年度内施行分，繰越分の三段書きで区分する。
※　間伐材生産のメニューにおいては，備考欄に搬出材積区分及び適用している間接費率を記入する。

区分
事業費（円） 負担区分（円）

事業費

※事業名記載

附帯事務費

備考
総事業費

交付対象
経費

国費 県費 市町村費 公庫資金 その他

合　　計

事業費（円） 負担区分（円） 工　期

総事業費
交付対象

経費
国費 県費 市町村費 公庫資金 その他

着手(予定)
年月日

完了(予定)
年月日

事業
メニュー

事業
主体

施工
箇所
名

工種又は
施設区分

構造規格
又は規模

合計

事業量 備　考



別紙２

収支予算

（１）収入の部

予算額（円） 備　　　　　考

(注) 融資を受ける場合は，備考欄に種類(公庫資金，近代化資金等)を記載する。

　（２）　支出の部

予算額（円） 積算の基礎

(注) 積算基礎の欄には，予算額の算出根拠等(計算式等)を記載する。

区 分

計

そ の 他

計

備　　　考区 分

国 費

県 費

市 町 村 費

内　借入金



別紙３

収支精算

(1) 収入の部

※１　融資を受けた場合は，備考欄に種類(公庫資金，近代化資金等)を記載する。

※２　繰越承認を得ている場合は，本表の記載を上段から年間分，年度内施行分，繰越分の三段書きで区分する。

(2) 支出の部

※１　積算基礎の欄には，予算額の算出根拠等(計算式等)を記載する。
※２　繰越承認を得ている場合は，本表の記載を上段から年間分，年度内施行分，繰越分の三段書きで区分する。

　（３）　補助金精算

区分
交付率
(％）

※　繰越承認を得ている場合は，本表の記載を上段から年間分，年度内施行分，繰越分の三段書きで区分する。

備　　　考既受領補助金額(円）
補助金額

(円)
総事業費

（円）
交付決定額

（円）
差引補助金等未受領額

(円）

備　　　考

備　　　考

差引増減（円）精算額（円）予算額（円）区 分

国 費

県 費

市 町 村 費

そ の 他

区 分 予算額（円）

計

内　借入金

精算額（円） 差引増減（円）

計

附帯事務
費

計


